
1

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　一般事務事業、還付・償還事業、繰出事業、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などはこちらに記入。

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課

一般事務事業 総務室

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

調査は、国が定めた市町村事務処理基準等に基づく調査方法により実施して
いるが、実際に調査を行う調査員の調査方法についての正しい知識が円滑な
調査事務に繋がり、調査結果の正確性に影響する。そのため、調査について
詳しい説明を行うなど、調査員の資質向上に努めている。

令和 元 年度

継続

実施区分

⑥
経済センサス-活動調査

受託事業
総務室

全ての産業分野における事業所及び企業の事業活動及び売上金額
等を明らかにするとともに、各種統計調査の母集団情報を得るために
行う国の基幹統計調査。

事業全体が法定
事務

（千円）

-
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

調査は、国が定めた市町村事務処理基準等に基づく調査方法により実施して
いるが、実際に調査を行う調査員の調査方法についての正しい知識が円滑な
調査事務に繋がり、調査結果の正確性に影響する。そのため、調査について
詳しい説明を行うなど、調査員の資質向上に努めている。

令和 元 年度

継続

実施区分

⑤
経済センサス-基礎調査

受託事業
総務室

全ての産業分野における事業所及び企業の活動状態等の基本的構
造を明らかにするとともに、各種統計調査の母集団情報を整備する
ために行う国の基幹統計調査。

事業全体が法定
事務

（千円）

3,030
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

調査は、国が定めた市町村事務処理基準等に基づく調査方法により実施して
いるが、実際に調査を行う調査員の調査方法についての正しい知識が円滑な
調査事務に繋がり、調査結果の正確性に影響する。そのため、調査について
詳しい説明を行うなど、調査員の資質向上に努めている。

令和 元 年度

継続

実施区分

④ 農林業センサス受託事業 総務室
農林業の生産構造や就業構造等の実態を明らかにするために行う
国の基幹統計調査。

事業全体が法定
事務

（千円）

548
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

調査区管理事務については、国が定めた市町村事務処理基準等に基づく方
法により実施している。正確な調査区管理を行うにあたり、大規模商業施設の
建設情報等を随時把握する必要があるため、情報収集に努めている。

令和 元 年度

継続

実施区分

③
経済センサス調査区管理

受託事業
総務室

経済センサスの調査区を毎年管理し、境界等が変更の都度、調査区
の情報を修正し、母集団データを常に最新かつ正確な状態を維持す
るために行う事業。

事業全体が法定
事務

（千円）

24
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

調査は、国が定めた市町村事務処理基準等に基づく調査方法により実施して
いるが、実際に調査を行う調査員の調査方法についての正しい知識が円滑な
調査事務に繋がり、調査結果の正確性に影響する。そのため、調査について
詳しい説明を行うなど、調査員の資質向上に努めている。

令和 元 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

② 学校基本調査受託事業 総務室
学校教育行政に必要な学校に関する基本的事項を明らかにするため
に行う国の基幹統計調査。

事業全体が法定
事務

（千円）

33
※課題があるものは■

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

調査は、国が定めた市町村事務処理基準等に基づく調査方法により実施して
いるが、実際に調査を行う調査員の調査方法についての正しい知識が円滑な
調査事務に繋がり、調査結果の正確性に影響する。そのため、調査について
詳しい説明を行うなど、調査員の資質向上に努めている。

令和 元 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

① 工業統計調査受託事業 総務室
製造業に属する事業所を調査し、工業の実態を明らかにするために
行う国の基幹統計調査。

事業全体が法定
事務

（千円）

403
※課題があるものは■

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート

900 施策 その他

統計調査事業 枚のうち 枚目

施策コード

管理事業　　　　　　　　　　　　　　

評価対象年度 令和元年度

3



2

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　一般事務事業、還付・償還事業、繰出事業、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などはこちらに記入。

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

所管室課事業名 所管室課 事業名

事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

単位区設定は、国が定めた市町村事務処理基準等に基づく方法により実施し
ているが、実際に事務を行う調査員の調査方法についての正しい知識が円滑
な単位区設定事務に繋がり、正確性に影響する。そのため、事務内容につい
て詳しい説明を行うなど、調査員の資質向上に努めている。

令和 元 年度

継続

実施区分

⑫
住宅・土地統計調査単位

区設定受託事業
総務室

住宅・土地統計調査の実施にあたり、調査員が担当する調査区域を
明確にし、調査の円滑な実施と結果精度の向上を図るために行う事
業。

事業全体が法定
事務

（千円）

-
※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

調査は、国が定めた市町村事務処理基準等に基づく調査方法により実施して
いるが、実際に調査を行う調査員の調査方法についての正しい知識が円滑な
調査事務に繋がり、調査結果の正確性に影響する。そのため、調査について
詳しい説明を行うなど、調査員の資質向上に努めている。

令和 元 年度

継続

実施区分

⑪
住宅・土地統計調査受託

事業
総務室

住宅ストック及び居住環境・耐震性・防火性・省エネルギー性などの
住宅性能、土地の有効利用状況を明らかにするために行う国の基幹
統計調査。

事業全体が法定
事務

（千円）

-
※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

調査は、国が定めた市町村事務処理基準等に基づく調査方法により実施して
いるが、実際に調査を行う調査員の調査方法についての正しい知識が円滑な
調査事務に繋がり、調査結果の正確性に影響する。そのため、調査について
詳しい説明を行うなど、調査員の資質向上に努めている。

令和 元 年度

継続

実施区分

⑩
就業構造基本調査受託事

業
総務室

国民の就業及び不就業の状態を調査し、全国及び地域別の就業構
造に関する基礎資料を得るために行う国の基幹統計調査。

事業全体が法定
事務

（千円）

-
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

調査は、国が定めた市町村事務処理基準等に基づく調査方法により実施して
いるが、実際に調査を行う調査員の調査方法についての正しい知識が円滑な
調査事務に繋がり、調査結果の正確性に影響する。そのため、調査について
詳しい説明を行うなど、調査員の資質向上に努めている。

令和 元 年度

継続

実施区分

⑨
全国家計構造調査受託事

業
総務室

家計における消費、所得、資産および負債の実態を総合的に把握
し、世帯の所得分布及び消費の水準、構造等を明らかにするために
行う国の基幹統計調査。

事業全体が法定
事務

（千円）

4,576
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

調査区設定事務については、国が定めた市町村事務処理基準等に基づく方
法により実施している。正確な調査区設定を行うにあたり、住宅の新築情報や
医療施設の情報等を随時把握する必要があるため、関係室課との連携を図る
等情報収集に努めている。

令和 元 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

⑧
国勢調査調査区設定受託

事業
総務室

国勢調査等における調査員の担当区域を明確にすることで、調査の
重複や脱漏を防ぎ、正確性を期するために行う事業。

事業全体が法定
事務

（千円）

1,564
※課題があるものは■

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

調査は、国が定めた市町村事務処理基準等に基づく調査方法により実施して
いるが、実際に調査を行う調査員の調査方法についての正しい知識が円滑な
調査事務に繋がり、調査結果の正確性に影響する。そのため、調査について
詳しい説明を行うなど、調査員の資質向上に努めている。

令和 元 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

⑦ 国勢調査受託事業 総務室
人及び世帯に関する全数調査で、国内の人口等の実態を把握し、国
及び地方公共団体における各種行政施策その他の基礎資料を得る
ために行う国の基幹統計調査。

事業全体が法定
事務

（千円）

-
※課題があるものは■

管理事業　　　　　　　　　　　　　　統計調査事業 3 枚のうち 枚目

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和元年度

施策コード 900 施策 その他



3

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　一般事務事業、還付・償還事業、繰出事業、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などはこちらに記入。

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

所管室課事業名 所管室課 事業名

事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

⑱

（千円）

※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

⑰

（千円）

※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

⑯

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

⑮

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・従来より配布基準の見直しや有償配布の状況により、冊子の発行部数の見
直しを行い、事業費の縮減を図ってきた。また、ホームページでも公開すること
で利用者の利便性向上に努めているが、最新情報を利用してもらえるよう、で
きる限り早い時期の作成及び公開を目指し、正確性を維持しつつ、迅速かつ
効率的な業務推進に努めていく。

令和 元 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

⑭ 吹田市統計書作成事業 総務室
本市の基礎的な資料を収録した「統計書」を作成し、冊子による配布
と販売を行う。また、利用者の利便性向上のため、同じ内容を市の
ホームページに掲載している。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

167
※課題があるものは■

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・国の定めた統計調査員確保対策事業委託要綱等に基づいて、登録調査員
の登録・更新や会報の発送等を委託される事業であり、その事業費は交付金
をもって執行している。この事業により毎年一定数の登録調査員の確保を行
えているが、登録調査員の高齢化が進み、将来的に担い手不足が危惧されて
いる。

令和 元 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

⑬ 統計調査員確保対策事業 総務室
国が実施する統計調査に際して統計調査員の選任が困難となってい
る現状を改善するため、あらかじめ統計調査員希望者を登録し、調査
員の確保及びその資質向上を図るために行う事業。

事業全体が法定
事務

（千円）

61
※課題があるものは■

管理事業　　　　　　　　　　　　　　統計調査事業 3 枚のうち 枚目

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和元年度

施策コード 900 施策 その他


